
 

 

小 規 模 企 業 共 済 契 約 に 関 し て 

「加入資格がない方」の例示  

 

神戸税理士協同組合  

 

・配偶者等の事業専従者、従業員 （「共同経営者」の資格がない方） 

 

・合資会社および合名会社の業務執行社員として登録されていない方 

 

・直接営利を目的としない団体の役員等 

  協同組合等の役員、医療法人の役員、学校法人の役員、宗教法人の役員、 

  社会福祉法人の役員、財団法人の役員、社団法人の役員、NPO法人の役員等 

 

・生命保険外務員など 

 一般に、個人で事業に従事している方（特にいわゆる自由業などの方）が、 

小規模企業者であるかどうかの判断としては、従業員数の要件のほか、 

 １．事業所得を得ていることにより確定申告をしている 

 ２．会社との間で雇用関係が生じていない（給与所得を得ていない、会社が 

   社会保険料を負担していないなど） 

 ３．固定給に近い報酬を得ておらず、完全歩合制である 

 ４．社会通念上、事業者（個人事業主）と認められる（事業所を有している、 

   常時事業に従事しているなど） 

等の基準に照らして、総合的に検討される。 

 

 したがって、この基準を満たせば、一般の商工業者以外でも、弁護士・税理士 

等の業種、プロ野球選手、芸能人、証券外務員、一人親方等も加入資格がある。 

 

・アパート経営を兼業するサラリーマン 

  サラリーマン（給与所得を得ている方）が、副業的にアパートを経営している 

  場合には、主たる事業はサラリーマンであり、小規模企業者とは認め難いため 

  加入資格がない。 

 

・「中小企業退職金共済制度（中退共）」の被共済者 

  中退共との重複契約はできません。 


